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平成20年度都道府県医師会特定健診・特定保健指導連絡協議会

　　　　　　　都道府県医師会からの質問・要望

【北海道医師会】

《委託契約書（集合契約）について》

1．第11条（事故及び損害の責任）について見直しの予定はありますか。

　　実施機関が、業務の実施中に生じた事故及びその業務により生じた事故及

び損害については、甲（医療保険者）及び乙（OOO医師会）に故意または

重過失がない限り、実施機関がその負担と圭壬において処理に当たるものと

並2　前項の場合において、実施機関に故意または重過失がない限り、その負
　担と責任について実施機関は甲及び乙と協議するものとする。

3　前2項の取り決めについては、乙と実施機関との契約等において両者遵

守するものとする。

2．別紙1「委託元保険者一覧表」中の保険者番号8桁の統一について

　電子データの提出（請求）にあわせて保険者番号は8桁にすべきではないで

　しようか。

3．契約締結目　（4／1）以降の集合契約中途参加機関または参加取下げ機関

の取り扱いについて、お考えをお聞かせ下さい。

　・新規開業はどうか

　・それ以外の中途参加はどうか

　・閉院はどうか

　・それ以外の理由による取下げはどうか

《受診券について》

1．医療保険者によっては受診券上の表記が微妙に異なっており、健診実施機

　関の窓ロで混乱を生じるケースがあるため、受診券の表記統一が必要ではない

　でしょうか。（たとえば、詳細健診の「自己負担」の欄に『一』『／』が記

載されている場合、「自己負担」が発生するのかどうかの判断が難しいケース

があります。また、『％』については現場での無用な混乱を避けるためにも

できるだけ金額を記載することが望ましいと思われます。）

【宮城県医師会】

《要望》　本協議内容をDVDに納めたものをいただきたい。
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【福島県医師会】

1．制度など

　・健診制度が変わったことがうまく住民に伝わらず、窓口において説明をし

なくてはいけないので窓口がとても大変。制度について周知徹底して欲しい。

　・保険者によって自己負担額がまちまちで、窓口負担が複雑（請求・料金の

徴収）で時間・手間がかかるので、料金を1本化して誰でもができるように

　してほしい。また、A・Bどちらのタイプの受診券かはっきりせず窓口業務

が繁雑。また、健診受診対象者なのかの確認作業も大変である。

　・がん検診においても特定健診制度の説明不足より受診率が減少傾向にある

ので、がん検診制度についても周知徹底して欲しい。

2．受診券など

　・被扶養者は申込をしてから受診券発行となるが、受診券の受取り方がわか

　らない等、患者から訴えられる。

　・受診券発行の遅れにより、住民が受診希望しても受診できなかった（集団

健診が終わってしまったなど）人が多くいた。

　・集合契約において、受診券発行の仕方がバラバラで、受診券と保険証表示

の仕方が違うのでどうしたらいいかの問合せが多い。受診券と保険証表示の

表示方法を統一して欲しい。

　※（例）協会けんぽ

　・特定健診は義務化なのに希望者に受診券の発行。誰でもどこでも受診でき

ないのでは平等でないし、義務化としておかしい。年齢別に健診体制がかわ

　り、面倒なので行かないという意見もある。

3　健診内容など

　・詳細健診の眼底・心電図検査が受診できず受診者の不満が大きい。医療機

関に対して苦情を訴えられる。次年度での制度改正を望む。また、クレアチ

　ニン・尿酸検査を追加して欲しい。

健診内容を今以上に充実させる必要がある。

　・生活機能評価と同時実施の場合に対象者を分けるのが大変。医療現場では

　大変混乱している。

　・後期高齢者が健診（がん検診等）に行っても今までどおりの健診をしても

　らえず、今までどおり検査して欲しいと医療機関にくるので、かえって費用

負担になるのではないか。また、来年から受診しないと言っている。

4．データの入力や請求など

　・政管健保と事業主健診とがかみ合わない。事業主健診の中からのデータ化

　について上手くいっていない。
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・請求代行事務が非効率で繁雑。代行業務を考慮したシステムを入れられな

いか。

・フリーソフト利用者以外は代行入力を依頼しており別途料金がかかると不

満がでている。

・医師会が請求の事務代行等を行う場合の支払基金における支払関係帳票等

に連名等の様式を追加していただきたい。

【茨城県医師会】

1．眼底検査の取扱い方と、医療機関の対応について

　特定健診施設登録届出様式の中で、眼底の委託先を明記する項目が追加さ

れたことで、眼底検査の実施できない医療機関は原則、特定健診に参加でき

ないとの姿勢が強く示される格好となりました。

　　自院で検査の実施できない医療機関は、他の施設へ再委託をかけることと

　されていますが、おそらく多くの医療機関（診療所）では、再委託への煩雑

　さから健診へ参加できない施設が多く出てくる可能性が考えられます。

　　日本医師会での特定健診における眼底検査の考え方と、眼底検査の実施で

　きない（再委託のできない）診療所が健診へ参加する上での策をなにかお考

　えでしょうか？

【群馬県医師会】

1．特定健診・特定保健指導の集合契約について

　群馬県の平成20年度の集合契約では、市町村国保の特定健診については、

県医師会と市町村国保の代表である県国民健康保険団体連合会が契約を結ん

だ。個別健診を導入している21市町村のうち、19市町村が契約に参加し、残

　り2市については、独自に各郡市医師会と契約を結んだところである。また、

保健指導については、保健指導を委託実施する市町村国保がそれぞれ各郡市

医師会と契約を結んでいる。

　　一方、被用者保険の特定健診については、県医師会と被用者保険の代表で

　ある健康保険組合連合会群馬県連合会が集合契約を結び、保健指導について

　は、健康保険組合連合会群馬県連合会が各郡市医師会とそれぞれ契約してい

　る。

　　上記の如く平成20年度の集合契約については、国保、被用者保険ともに都

道府県医師会若しくは郡市区医師会と各国保連合会および健保組合連合会が

契約を結んでいるが、全国的に健診単価はまちまちである。

　　平成21年度以降については日医が全国の市町村国保の代表や被用者保険の

　代表と契約単価等の調整を行い、できれば契約の窓口として全国統一的な集

　合契約を結んでいただきたい。
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2．事故及び損害の責任について

　　厚労省から出された集合契約のひな型では「…事故及び損害については、

　甲、乙及び郡市医師会に故意又は重過失のない限り、実施機関がその負担と

責任において処理に当たるものとする。」となっているが、特定健診の採血な

　らびに特定保健指導においては重大事故に繋がるケースもあり、実施医療機

　関のリスクは大きい。

　今後の集合契約については事故及び損害の責任の所在は、（昨年度までの基

本健診同様）保険者となるようひな型の見直し等について関係者と調整して

　いただきたい。

【埼玉県医師会（浦和医師会）】

1．この制度（特定健診）は来年度も続くのか。

2．保険者の判断で階層化による対象者以外の者に対して保健指導を実施した

場合、その費用は基金・連合会を介して支払われるのか、保険者と直接決済

　なのか。

3．各健保組合が発行する受診券は当初Q　Rコードが印刷されているはずだっ

たが、実際には「協会けんぽ」のみがQRコード付となっている。受付作業

の円滑化のためにも次年度は統一規格でのQRコード付の受診券を発行して

　ほしい。

4　請求時の資格喪失（特に死亡の場合）は、基金・連合会システムを通過で

　きないが、費用はどの様に決済するのか。

5．検査項目によって結果上限値が定められており（γ一GT　Pは999）、それ

　を超えた値は、検査値の形式異常として返戻されてしまう。その対応方法を

お教えいただきたい。

6．特定健診と同様に生活機能評価もXML方式による電子請求が義務づけら

れているが、特定健診とは事業主も財源も別であることから不要なのでは。

7．後期高齢者をこのまま切り捨てても良いのか（後期高齢者健診実施の数日

後に死亡した方が数名いる。死因は不明だが心電図を取っていればと悔やま

れる）。
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8．国が決めた制度なのに保険者によっては被保険者の申請で健診受診券を発

行しているようだが、いかがなものか。

9．集合契約実施保険者で実際は特定健診を実施していないところがあるが、

来年度は大丈夫か。

10．昨年まで実施していた基本健康診査を復活させ、各種がん検診と同列にメ

　タボ健診は希望者のみに行えるよう要望する。

1L国保連合会や支払基金のシステム仕様が突然変わったことがあり、支払基

　金本部に苦言を呈したところ、ホームページに掲載されているのだから見な

　い方が悪い、との対応があった。特定健診は医療保険者との契約であるのに、

　なぜ連合会や基金のルールで振り回される必要があるのか。

12．健診制度（やりかた、検査項目）に対する市民の苦情が多く、担当者は精

　神的に参っている。誰のための、何のための制度なのか、国は明確に回答す

　べきである。メタボリックシンドローム以外の疾患および高齢者の疾病に関

　して、国は関知しないというなら、はっきりと国の責任で周知すべきであり

　悪政の答弁を医療保険者や地方自治体、医療機関にさせるのは間違ってい

　る！

【埼玉県医師会（川口医師会）】

1．事務が複雑すぎて混乱している。

2．特定とはいえ健診の内容が低すぎて受診者は失望している。

3．尿酸、クレアチニン、総コレステロール、尿潜血の検査は是非追加してい

ただきたい。料金はほとんど変わらない。変わらない理由の詳細は、ここに

　は書かないが保険の丸め制度のため。

4．貧血、HbA　l　c検査も追加していただきたい。

5．特定保健指導は内容のわりに事務だけ複雑。開業医には無理。

6．当地域では来年から胸部レントゲンと心電図はそれぞれ500円、400円の受

診者追加負担で市からの補助を得て実施予定。特定健診は500円負担。
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7．県医師会と社会保険家族との集合契約について受診資格の確認が困難。本

人でも受診券をもってくる人がいて驚く。

8．書類がたくさん来る。複雑すぎて、会計はあっているのか確認不能。書類

　の発信元は次のとおり。国保連合会、支払基金、県医師会、地区医師会、電

子化のための民間会社、川口市役所（4つの課からくる）、鳩ヶ谷市役所等。

【埼玉県医師会（坂戸鶴ヶ島医師会）】

1．昨年までの基本健診に比べ受診率が半減しています。受診率が低下する健

診など意味がありません、基本健診に戻すべきです。現在までの受診率につ

いての把握はできていますか？

2．社会保険の家族と国民健康保険加入者では健診内容が異なります。もちろ

　ん国民健康保険のほうが追加項目を認め健診として必要な検査項目を増やし

て対応しているせいですが加入する保険によって健診内容が異なるのは被保

険者には理解できないようです。

　基本健診と異なることとあくまでもメタボ健診であることを保険者が周知

すべきと思いますがいかがでしょうか？

3．特定健診を2年の準備期間で拙速に開始したが為、オンライン請求に欠か

せないフリーソフトが特定健診でようやく20年9月にベンダーテストに合格

する状態、保健指導に至っては12月現在、ベンダーテストに合格していない

　この状況で健診や支援はできても請求ができない状態です。オンライン請求

など何をかいわんやです。

何でレセプトと同じ、C　S　Vファイルでの請求にしないのですか？

4．受診券にQRコードを復活させてください。

　　なぜ、海のものとも、山のものとも思えない社会保障カード導入云々で受

診券に記載される予定のQ　Rコードが記載されないのですか？健診機関の受

　け付けば入力項目が多く時間がかかり無駄な時間がかかります。社会保障カ

ードが導入されるまではQRコードを当初の予定通り受診券に入力してくだ

　さい。

5．受診券に保険証番号、記号も記入してください。

　特定健診受診券1枚だけで健診機関が受診者の頭書きを入力できるように

来年度の受診券を変更ください。健診なのになんで保険証が必要かと窓口で

聞く患者さんがいらっしゃいます。
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【千葉県医師会（柏市医師会）】

1．データ入力について

　　ソフトをなぜ出さないのか？ダウンロードによる方法は困難。

2．ソフトを用いて各医療機関がデータ入力すれば、入力業者への手数料は必

要ない。

3．理想的なのはペン入力が安価ならこの方法が良い。

【東京都医師会（足立区医師会）】

1．受診票の一部事前作成について

　例えば、自治体が主催するイベント等で医師会がブースを設け、希望者に

受診票を渡して、基本情報（氏名・性別・生年月日・郵便番号・住所）、質問

票の記入、身体計測（身長・体重・BMI・血圧・腹囲）までを実施し、そ

　の一部作成した受診票を持って健診実施機関に行ってもらうというような取

　り組みは実現可能でしょうか（足立区医師会で会員向けのアンケートをとつ

　たところ、特定健診の受診票において、特に「質問票」の記入に時間がとら

れるため、受診者も医療機関側も負担に感じていることが分かりました）？

【神奈川県医師会】

1．特定保健指導は、特定健診の結果が出て、医療機関で結果の説明を行った

　ときに直ちに行うのがもっとも受診者のモチベーションが高く効果が高いと

考える。

　今のやり方（保険者にデータが渡って、結果がまとまってから階層化して

特定保健指導の利用券を受け取ってから）では、検査が終わってすでに数ヶ

　月過ぎているという例もあり、これでは保健指導の能率が非常に悪いと考え

　るが、いかがか？

2．特定健診と、がん検診をあわせてやれば、昨年度までの老人保健法に基づ

　く基本健診に近いことができて、継続受診者の混乱がなくてベターだと考え

　る。（ベストではない。）

　　しかし、昨年までの基本健診であれば、すべて検査を行っても500円から

1，000円で行えたものが、今回の組み合わせでは一つずつの単価の合計（例：

　特定健診1，200円、胸部レントゲン900円、胃透視検査2，500円、便鮮血反
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応700円）が5，000円を越えてしまう。しかしこれでも昨年多項目の異常が

なければ心電図検査、眼底検査、貧血検査もおこなえず、全く健診の体をな

していない。

　疾病予防，早期発見のための健診のターゲットは生活習慣病に限定したも

のではない。

　昨年6月にがん対策基本法が成立した。その中で、がん検診受診率の向上

が謳われており、精度管理の向上や受診勧奨の方策についても課題として挙

げられている。しかし、がん検診は従来どおり、市町村の単独事業となって

おり、特定健診と実施主体が異なる為に、受診者の利便性や受診費用等に関

する自治体、保険者、健診実施機関での調整が重要になる。この点も、都道

府県医師会、郡市区医師会が中心となって調整することが求められるとされ

るが、神奈川県の例を取っていえば、県予算の10％シーリングもあって全く

実現の可能性がない。

　昨年度までの基本健診と同レベルで、もっと安価にできるようにしないと、

国民のためにならずさらに特定健診そのものも受診率は下がっていくと思う
カ§、　し、カ、カ§カ、？

3．調整の結果、同じ健診項目ということで、最終決着が図られた労働安全衛

生法による健診は、事業主の責任で実施され、その結果、必要な特定保健指

導に関しては保険者の責任で実施される。労働安全衛生法が優先するため、

事業主健診は今までと同じように健診項目が確保され、必ず事業者の責任で

行うことが義務であり、保険者に健診データの一部が渡されて、それで特定

健診を受けたと見なされる。

　　一方で、事業主健診の対象でない、被保険者や、自営業では、特定健診だ

けが義務となるので、わずかな採血のみである。これでは、あまりにも不公

平であり、憲法第25条に違反するのではないか？

　　これらの被保険者などにも事業主健診と同様の健診を受けることを義務づ

けるなど、健診を充実させることが肝要である。

　　特定健診データが欲しいのであれば事業主健診と同様ここから抽出すれば

済むのではないか？

4．内科学会などで本年は慢性腎臓病（C　KD）を予防することが肝要という

　ことでキャンペーンが張られてクレアチニンの測定がもっとも大事であると

　いわれているのに、特定健診の検査項目にないのは不自然ではないか？

　これ以外にも、心電図、血算、尿酸、クレアチニンなどは一般検査で行える

　ようにすぐ改正すべきである。

5．メタボリックシンドローム（内臓脂肪症侯群）の診断基準が国際的に統一
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されることになった。今回の改訂で腹囲が診断の必須条件から外れることに

なり、年内にも暫定基準が公表され、世界のメタボ診断や治療・研究は、統

一基準に基づいて行われるが、世界では複数のメタボ診断基準があり、混乱

が生じており、国際糖尿病連合（l　D　F）と、米国コレステロール教育プロ

グラム（NC　E　P）が中心となって、診断基準の統一を呼び掛け今年2月か

ら協議を進めてきた。国際的に診断基準が統一されることによって、日本の

腹囲測定が疑問視されることになるだろう。

　メタボリックシンドロームの基準が、他の東アジア、東南アジアと同様に、

腹囲は男性90c皿、女性80cmに改正する、あるいは腹囲測定は不要となった

場合、特定健診の診断基準もこれに合わせて変更するのか？

　その場合、本年度、来年度で判定基準が異なるがどう整合性を保つのか？

　そもそも、症例数の少ない濟断面CTと内臓脂肪によるあやふやなデータに

基づく腹囲の基準を、このように大がかりな特定健診の基準に用いたことが

重大な誤りであったことへの反省はあるのか？

6．特定健診は、メタボリックシンドロームに対する保健指導の為だけの健診

　と考えられる。その為に、腹囲とBM　Iがカウントされない受診者は、血圧・

血液検査で異常値でも保健指導の対象者とはならない。言い換えると、全受

診者の生活習慣予防の為の健診ではない。本来健診は受診者の疾病の発見と

予防の為にある。今後も特定健診を継続されるなら、従来の基本健診のよう

　な必要な各種検査を受診したうえで、メタボリック特定保健指導に必要な検

査値だけを取り入れて指導をしたら如何か。熟年で発症する生活習慣病の予

防のためには、特定健診のような限られた検査では不十分である。早期に健

診自体の改善を望む。

【神奈川県医師会（座間綾瀬医師会）】

1．特定健康審査票について

　データを収集するためには良いかもしれないが、受診者への説明という点

からは極めて説明しづらい、不親切なものである。改善の余地はないか？

　この審査票を作成した当事者が自分で検診に参加してみれば判ると思う。

2．被用者保険について

　・保険者毎の給付金額の統一性が無く、事務処理が複雑である。改善できな

　いか？

・保険者により、検診に病院指定を行っている例が多く、昨年度までの受診

者から、病院以外ではできないかとの相談もある。病院指定が認められてい
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るのであれば診療所にとって受診者の検診に選択の権利を有する事も出来る

と考えられる如何？

・昨年まで地域行政が行っていた基本健診制度と比較すると、保険家族の受

診数は低下しているのは確かであり、保険者によっては検診制度の通知が全

く不十分であるが、どのように徹底しているのか？

【新潟県医師会（上越医師会）】

1．地域の疾病構造には特徴があり、各市町村ではそれをもとに、基本健康診

査に各種の必要な項目を付加して健診を実施し、保健指導をしてきましたが、

保険者に義務付けられた「特定健康診査」では、同一地域、同一家族であっ

ても異なる健診項目、保健指導を実施されることになり、公衆衛生に寄与す

る事業としてたいへん疑問に感じます。

　従来どおり、地域の住民全員が必要な健診項目・保健指導が受けられ、健

診データも各市町村に確実に届けられ、各市町村は住民の健康状態を把握し、

地域全体の評価、施策ができるようにすべきではないでしょうか。

　　さらに、望むべくは労働者に対しても労働安全衛生法に定められた項目だ

けではなく、地域住民として必要な項目を追加して実施出来る体制を要望し

ます。

2．また、受診対象者には健康診査を受診しなければならないという意識を持

ってもらう働きかけが必要ではないでしょうか。

3．腹囲の基準について見直しが検討されていると聞きますが、現在の状況を

お教えください。

【富山県医師会】

1．詳細な健診を行う場合、前年度の健診結果が必要となりますが、健診機関

にどのような方法で前年度の結果を連絡するのでしょうか。

【大阪府医師会】

1．契約書第11条に関して、健診実施中に事故や損害が生じた場合、どこが責

任を負うか。

大阪府医師会が集合契約を締結しているのは、国のモデル案の通りである。

　　当初国のモデル案は実施機関に全面的に責任を押し付ける内容であると
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医師会は変更を主張したが、各保険者とも国のモデル案が示されている以

上変更は出来ないと主張された。モデル案の変更は中央レベルで解決しな

いと都道府県レベルでは変更できないとのことであった。その後に日医に

対して解決を要求したが、目医は厚生労働省との協議の中で一応モデル案

は示したが、「都道府県の特性に合わせて変更してよいとの合意に達してい

る。」とのことであった。そこで目医に対しその合意内容を文書で通知して

ほしい旨を依頼したが、文書を通知がなされていない。

　会員から、第11条について、事故の発生時の対応を危惧する声が非常に

多く、万一の事故を心配しながらでは、実施できないとする医療機関も少

なくない。目医として、どう対応していくのか。

2．眼底検査

　詳細な健診の眼底検査では、費用が588円との額が示されている。この

額は、片眼検査料金であることから、代表保険者に検査方法と単価につい

て改善を要望している。しかし保険者側からは、国から検査方法の指針が

示されておらず、金額を含めて国の方針が明らかにならないと協議のテー

ブルつくこともできないと回答してきた。

　　眼底検査の充実と料金の引き上げがないと、現実的に実施できないケー

スが生じている。日本医師会でも問題点を把握していると思うが、今後ど

のように進める意向なのか、明確にお示しいただきたい。

3．特定健診の今後の改善に向けて、どのようにしたらよいと思われますか。

①基本的には特定健診は制度を変更に肥満、糖尿病に特化した健診ではな

　　く、従来の住民健診健診項目と同様の検査項目にすべきである。

②電子化に伴う事務手数料を予算化すべきである。

③年度途中で開業した会員も特定健診機関として参加できるようにするべ

　　きである。

④健診受診率の向上が必要であり、国民への周知が必要である。

⑤眼底検査の充実と料金の引き上げが必要である。

⑥電子化による混乱が大変大きい。電子化システムの変更など中央が一括

　　して提供すべきである。

　⑦特定健診・特定保健指導の実施中の事故に対する保険者の責任を明確に

　　すべきである。

4．その他

　　特定健診・特定保健指導は国の施策で医療保険者に義務づけられたもの

　である。医療保険者も支払基金・国保連合会も中央からの指示に従って事

　業を進めている。医師会にあっては目医からの指示が皆無である。
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　日医は中央で関係機関と協議し、都道府県を指導してほしい。例えば特

定健診登録医療機関の新規届出を9月末で締切る通知についても、健保

連・国保連合会などは中央から延長の説明があったようだが、日医がもっ

と早く中央の情報を通知してくれると会員指導しやすい。

【兵庫県医師会】

1．厚労省の提示した「契約書ひな型」の第11条取扱いについて（厚労省宛）

（事故及び損害の責任）

第11条　実施機関が、業務の実施中に生じた事故及びその業務により生じた

事故及び損害については、甲及び乙に故意又は重過失のない限り、実施機関

がその負担と責任において処理に当たるものとする。

2　前項の場合において、実施機関に故意又は重過失のない限り、その負担

と責任について実施機関は甲及び乙と協議するものとする。

　との表現を一方的に実施機関の責任に帰する厚労省からの指導がなされ、

各県でのスムーズな集合契約締結において大きな制約となっている。

　そもそも、今回の特定健診・保健指導については、各保険者の法的義務と

されているものであり、従来の定期予防接種にあっても、その実施上の事故

については、実施義務者・各行政が第一義的責任をもって調査対応し、公的

補償制度も確立していることと比すれば、その法制度管理官庁たる厚労省及

び実施義務者たる各保険者の責任関係が明記されないことは契約上の根本的

な瑕疵である。

　「業務の実施中に生じた事故及びその業務により生じた事故及び損害」と

の内容も単なる採血・検査等での物理的事故のみを指すのではなく、その判

定基準すら国際的批判を浴びている内容や性急な制度設計施行上の矛盾によ

る様々なトラブルが実際現場では起こっていることも、全て実施機関の責任

と対応に押しつけられる事となっている。本契約では、今回の諸規定どおり

の保健指導により仮に死亡事故等が発生したとしても、全て実施機関の責任

とされる。

　上記条文第2項があっても、第1項により甲に重過失がなければ免責とな

り、協議の意味をなさない矛盾した原文規定そのものも問題である。

ましてや、「ひな型」として例示しているものを、あたかも法令的条文である

かの如く指導し、今回の「ワーキング」でも原文のままとすると決定したと

のことについては、誠に遺憾と言わざるを得ない。

　少なくとも保険者の責任を明記し、各地域での実情に応じた契約形態とな

るよう、厚労省は硬直した指導を撤回することを求めるが如何か。
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2．社保の受診券が複雑であり、わかりにくい。全保険者で統一した様式で。

3．一部負担金の軽減あるいは無料化が必要（特に協会けんぽは負担大）

　（本来は、すべての特定健診受診者の一部負担金は同じ金額または無料とす

ることが望ましい。）

4．過去3か月の検査の流用は認められているもののそれに伴う委託料の取扱

　いが決まっていないため実際には機能しない。この点を改善し、検査費用を

除いたものは補助対象とする通知文書を出すべきである。

5．受診券の有効期限内であれば、保険者移行後も健診受診可とする措置が必

要。

6．同様に保健指導の問に保険者の移動があっても、中断せずに指導が継続で

　きる措置が必要。

【奈良県医師会】

1．健診項目・内容について

　①加入の健保組合により健診内容や負担金の格差が大きく、不公平感が高

い。国の義務付けた健診においてこの格差は許されないと思うが？

　②結果通知を受取った受診者は従前の基本健診と比較して項目の少なさに

幻滅している。来年から受診しないという人も多数出ている。来年度以降は

項目を増やせないか？

　③特に心電図は特定保健指導での事故等を防ぐための重要な情報である。

特定健診が特定保健指導の実施のためならば、心電図は必須項目とするべき

　ではないか？

　④心電図・眼底が前年度の状態をもって制限される。一般社会では1年前

　の診断書は無効である。健康診断書の有効期限は長くても3ヶ月。就職活動

等の発病が少ない青年期の診断書でさえこの短さ。特定健診対象の中高年世

代は数ヶ月で身体状態が激変することも多いのに、なぜ前年データを使うの

　か？

　　⑤後期高齢者はメタボ健診を基本とするべきでない。65歳以上の生活機能

　評価健診ではBM　Iが18．5以下を問題視しているように、高齢者は肥満よ

　り栄養不足を探すべきではないか？

　　⑥メタボ健診と生活機能評価健診では異常の捕らえ方がまったく異なるの

　に、同時実施を認めるのは不自然ではないか？
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2．受診券について

　①QRコードの印刷は義務化に出来ないのか？請求電子化を義務とするな

　らQRコードの印刷も保険者に義務付けて欲しい。

　②あらゆる様式の受診券が出回っており、紛らわしい人間ドック受診券・

特定健診の受診申請案内などもあり、どれが真正の特定健診受診券なのかさ

　え判断出来ない状態。その都度、保険者への電話等の確認が必要で大変困っ

ている。全保険者で統一できないのか？

3．質問票様式（国保連様式）

　①「生活習慣改善の保健指導を受ける気がありますか（問22）」は、ほぼ全

員が「いいえ」となっている。この事は、保健指導を目的として考案された

特定健診の存続に関わる大問題だ。如何に国民の理解が得られていない健診

かを顕著に示している。この健診・制度に対して国民の理解を得るために、

　どんな事を検討しているか？

4．健診結果報告（媒体・オンライン）・処理・決済

①医療機関はCDで提出する場合の暗号化は不要ではないか？もっと個人情

報レベルが高いレセプト情報でさえ暗号化していない。暗号化は普段からレ

　セプトのような高次元の個人情報を扱うことがない民間健診施設が提出する

場合に限定する方が現状に則していると思うが？

②決済システムに関しては、国の基準に従って作成したXMLデータ形式に

　対して、基金や連合会などの代行支払機関での審査や保険者の審査で返戻対

象とするケースが起きている。色々なパターンがあるが一例としては、国保

　中央会のホームページの11／19付け「特定健診・特定保健指導システム情報」

　の中に“国保連合会提出情報作成における留意事項”がある。そこの「事象

　5番」では受診券情報の窓口負担金額と実際に徴収した負担金額（決済情報）

　に差額が生じると「返戻コード03：データ相関エラー」とする様だ。具体的

　には受診券情報で詳細項目負担金額380円（心電図330円、貧血50円の合計）

　がある場合、心電図だけ実施すれば決済情報は330円となり、受診券情報と

　は差額50円が生じる。詳細項目は受診者次第で実施差が生じるため、負担金

　差額は生じるものである。日医・基金に問い合わせるとその場合は受診券情

　報と決済情報に差があって当然で、エラーにはならないとのこと。ところが

　連合会は問題ありとし受診券情報の金額を330円に打ち直す必要ありと答え

　た。どちらが正しいのか？それぞれに問い合わせたが、他所のことはわから

　ないとの回答だけで、結局どうずればいいのか？バラバラな判断基準では、

　プログラム修正もかけられない。

　③保健指導では唯一のフリーソフトもサポート・問合せがメールのみで、使
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用に関してはまったくの自己責任で、かつ不具合が生じても責任を負わない

と宣言する業者が作成したものしかない。来年以降はサポートが続くかどう

かも判らない様だ。国家プロジェクトで多額の研究費（税金？）を注ぎ込ん

で作り上げたものにしては、無責任すぎないか。しかも完成度が低く使い勝

手が悪いので審査エラー率も高いとのこと。今後改良されてくるだろうが「請

求方法は確保されていないが事業だけ先に実施しろ、そのうち支払う方法も

見つかるだろう」との強引な理論により、見切り発車で特定保健指導は始ま

った。保健指導代行入カシステムも来年1月にようやくNTTデータにより

運用開始されるだけで、システム信頼度も未知数だが選択の余地さえない。

④本制度の基幹であるべき報告・請求処理システムは、国が責任を持って開

発し全実施関係者に無料配布し、請求側・審査側・支払側の全員が同一ソフ

トを使用するべきではないか？

⑤各自がバラバラに構築する今のやり方は、時間と金の無駄使いでしかない

と思うが？

5．健診結果通知・結果通知表様式

①本式の健診結果通知書が当人に届くのは、保険者が発行する場合には健診

の数ヵ月後というのは遅すぎる。その間実施機関が独自の通知書を作成する

　しかなく、二度手間でもある。健診結果の基準値の表現も非常に混乱を招い

ている。基準値とは果たして正常範囲なのか異常値なのか、受診者には理解

　困難で混乱が生じている。

②データに一部でも欠落があった場合、保険者のコンピューターが「判定不

能」と印字する。受診者は高い一部負担金を支払って「判定不能」の結論で

は納得しない。データが全て揃わなくても、医師の判定が可能なものはその

判定を採用できないのか？

6　健診契約内容、契約書、保険者について

①社保グループの集合契約相手の代表者「協会けんぽ」がまったく代表の責

務を果たしていない。各保険者が自由に健診を進めており、集合契約の意味

　がない。集合契約Bの保険者にも関わらず項目・料金や請求方法など契約内

容に従わず独自の料金・項目を要求する保険者がいる。要するに受診券情報

　がまったく当てにならない。r集合契約」とは名ばかり。集合契約から脱退し

たという保険者もいるが、保険者一覧リストからは削除されてない。これで

　はその保険者が健診実施可能かどうかを確実に判断するものが何もない。保

　険者に電話連絡しても担当者によって回答がバラバラ。保険者に連絡取れな

い時間帯もあり、そもそも毎回電話確認するのは異常である。ハイリスク者

　の特定保険指導に医師連絡票なるものの使用を勧めているが、無料で発行し

　て欲しいと要求する保険者もいる。
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②医療機関にばかり設備投資を求めないで、保険者への教育監督をもっと徹

底するべきでは？保険者の監督責任はどこにあるのか？現行では誰がどのよ

うに管理しているのか？

【福岡県医師会（福岡市医師会）】

1．空腹時血糖の値が100mg／d1未満の場合、HbAlcの値が5．2％以上の高い

値であっても階層化のリスク要因として反映されないが、これは適当であ

　るのか厚労省の見解を伺いたい。

2．集合契約A、Bのいずれにも登録がある保険者であるにもかかわらず、r集

合Aのみ」と印字された受診券を発行している例がある。「集合Aのみ」と印

字するならば、国保ベースの集合Bに登録があるのは矛盾があるのではない

か。また、その場合、B契約にのみ登録がある健診機関での健診実施及びB

契約単価に基づく請求は可能か。

【長崎県医師会】

1．対象年齢による取扱いについて

　年度内に75歳の誕生日を迎える方のうち、誕生日前に受ける健診について

は、今後どのような取扱いになるのか。

2．検査項目について

　　ヘモグロビンA　l　cの取扱い等判定値の見直しはやはり数年間は行わない

　のか。

3．生活機能評価について

　　特定健診との同時実施は今後も引き続き行うのか。

【熊本県医師会】

　本県では、15郡市ある中で、9郡市の特定健診を代行しております。

　請求データに関しましては、日本医師会よりご紹介がありました「NTTdata」

を活用しており、入力用紙を利用しております。

　入力用紙は3枚複写を用意し、実施機関保存用、本県医師会保存用、代行入

力機関提出用を作成し、医療機関には本県医師会へ2枚提出していただき、代

行入力機関提出用1枚を「NTTdata」に提出します。

　その際に、実施機関番号・保険者番号・必須項目をチェックしていますが、
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様々な問題点が出ていますので、まとめてご質問させていただきます。

1．保険者が契約しているかどうか、簡易なデータベースを作成する際に、保

険者マスタが必要になるが、紙でしか情報がこない。医師会には保険者情報

をデータで渡すことができないかお尋ねしたい。

　また、政管健保の保険者情報は、支払基金もデータでは持たないとして、教

えていただけないし、また、いろいろな話を聞けば、政管健保の保険者情報は

買わなければいけないと聞く。なぜ、政管健保の保険者情報だけが売買されて

いるかもお尋ねしたい。

2．受診者カナ氏名や郵便番号、住所、生年月目、性別は保険者番号と被保険

者証等記号・番号で分かるのでいらないのではないか。この部分でエラーが

　多いし、医療機関の作業が楽になるのでは。受診結果を作成するためとも考

えられるが、保険者が作成すればいいと考える。

　　また、被保険者番号の桁数も各市町村で異なっているので、統一はできな

　いのでしょうか。

3．請求データを提出した後、データ受領書等すべて紙でしか来ない。提出側

はデータと決めておいて受領側は紙でしか渡せないのはおかしい。データで

返していただきたい。

　　また、医療機関への特定健診の料金の支払いに関しては、国保連合会・支

払基金は本会に支払い、本会は医療機関に手数料と入力用紙の着払送料を差

　し引いた形で支払うこととしている。

　　しかし、受領の委任を提出しているにもかかわらず支払額通知書は医療機

　関に直接郵送することになっている。個別に医療機関に支払うのであればい

　いが、医師会で取りまとめる場合は、現場の医療機関は混乱するので医師会

　が支払いをする場合は医師会にのみ通知してほしい。

4．支払額通知書は国保連合会は件数と金額、支払基金は金額だけしかわから

ず、どの受診者の支払いかも分からない。明細という意味では、どの受診者

　の分か分かるようにしていただきたい。また、この情報もデータでいただけ

　ないのかお尋ねしたい。

5．国保連合会からの返戻・エラー情報は医師会が代行していても、直接医療

機関に送付される。

　　しかも、医師会に通知をするには請求データと一緒に、そのデータに入って

いる医療機関の健診機関番号・健診機関名を一覧でつけると教えることができ

るとある。その理由は、医師会が請求するデータは医師会の機関番号がついた
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フォルダの中に健診機関番号のフォルダがあり、それぞれにデータが入ってい

るが、連合会のシステムに入ってしまうと、医師会の機関番号がついたフォル

ダは関係なく、健診機関のフォルダしか分からなくなるという。データで提出

してもまったく意味がない。

　レセプトも代行は医師会とあるが、この様な状態ではますます心配である。

国や保険者の都合で医療機関が振り回されており、もう少し、安全で安心な

ものにしていただきたい。

【大分県医師会】

1．特定保健指導の中途脱落者における自己負担金の返還について

　特定保健指導受診者は初回面接時に自己負担金を一括して支払うことにな

っている。しかし、特定保健指導機関から保険者への保健指導料の初回面接

時の請求額は、r動機付け支援」8割、r積極的支援」4割で、残りは保健指

導終了後に請求することになっている。

　以前から、途中脱落者がかなり出るのではないかと懸念されているが、途

中脱落者に対する自己負担額の返還方法については明確ではないようだ。特

定保健指導機関は領収書を発行し、その領収書が確定申告の医療費控除に使

われることになっており、早めにルールを決めておかないと混乱の元になる

のではないか。

2．受診率向上につながるとは思えないため、廃止を含め見直し等の検討をし

　ていただきたい。
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《全国医師国民健康保険組合連合会》

【岩手県医師国民健康保険組合】

1．メタボ健診の意義はよく理解できますが、貧血の検査及び心電図を基本項

　目とし、尿酸とクレアチニンを追加できないものでしょうか。多くの方は健

診は年1回なので、これらの項目がないと疾病の見逃しが出てくると思いま

す。

2．制度を簡素化して、年齢や保険者によって健診の内容に違いがないよう検

査項目、健診料を統一していただきたい。

3．個別健診として行う場合、データの電子化が多くの医療機関では困難なの

で、その費用負担を国でお願いしたいと考えます。

4．生活機能評価の満年齢と特定健診の年度末年齢の違いで混乱します。

【岡山県医師国民健康保険組合】

1．事業主健診を受診した者については、保険者がその健診結果データを受け

取ることにより特定健診を実施したとみなされますが、データの提供にどの

程度協力できているか。保険者によりその割合は異なるが、平均して凡そ何％

　くらいか。

2．被扶養者の特定健診は、従来の基本健康診査に比べて受診率は減っている

　と思われるが、その対策は？

3．今年度は保健指導にまで手が回らないとよく言われているが、その対策は？
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